
別紙様式第10号（別記８－２関係）

みどりの食料システム戦略緊急対策交付金
（みどりの事業活動を支える体制整備（環境負荷低減事業活動））事業実施計画書


令和８年１月　日

[bookmark: _Hlk183009203]富山県知事　新田八朗　殿

事業実施主体名　
代表者氏名　



みどりの食料システム戦略緊急対策交付金交付等要綱第５第２項の規定に基づき、事業実施計画を提出する。


	
	区分
	事業メニュー
	様式

	１
	特定計画認定者向け
	施設整備（整備事業）
	
	第10－１号

	２
	
	機械導入（推進事業）
	
	第10－１号

	３
	みどり計画認定者向け
	施設整備（整備事業）
	
	第10－１号

	４
	
	機械導入（推進事業）
	○
	第10－１号

	５
	関連措置実施者向け
	施設整備（整備事業）
	
	第10－２号

	６
	
	機械導入（推進事業）
	
	第10－２号



[bookmark: _Hlk217563532]（注１）本事業実施計画書及び富山県より認定を受けた「環境負荷低減事業活動の実施に関する計画」を添付すること。なお、認定見込みの場合には、事業実施計画及び富山県の指定する様式で作成した「環境負荷低減事業活動の実施に関する計画」を添付すること。
（注２）各書式については必要に応じて、適宜、行を追加して記載すること。
（注３）事業実施年度及び目標年度における事業実施状況等の報告の際、本様式別添に準じて事業実施結果に係る報告書を作成し、事業実施状況等の報告書に添付すること。



- 1 -
別紙様式第10‐１号

みどりの食料システム戦略緊急対策交付金
（みどりの事業活動を支える体制整備（環境負荷低減事業活動））事業実施計画

	区分
	事業メニュー

	特定計画認定者向け
	施設整備（整備事業）
	

	
	機械導入（推進事業）
	

	みどり計画認定者向け
	施設整備（整備事業）
	

	
	機械導入（推進事業）
	○



１　申請者等の概要
	申請者

	①氏名又は名称： 
（法人その他の団体の場合はその代表者の氏名： 　　　　　）
②住所又は主たる事務所の所在地： 
③連絡先
・電話番号：
・E-mailアドレス：
・担当者名： 
④業種：☑ 耕種農業 　□ 畜産業 　□ 林業 　□ 漁業

⑤過去３年以内における補助金等の交付決定取消又は中止の有無（該当にチェック（レ）を付ける）
　□無
□有（有に該当する場合は、その概要及び当該取消又は中止を受けた年月日）

⑥他の国庫補助事業等の活用の有無（該当にチェック（レ）を付ける）
□他の国庫補助事業等を活用し、本事業対象の機械・施設の整備を実施したことはない
□他の国庫補助事業等を活用し、本事業対象の機械・施設の整備を実施したことがある

⑦本事業で導入する機械が「みどり投資促進税制」の対象機械であって、「みどり投資促進税制」を活用する見込みがあるか（該当にチェック（レ）を付ける）
□「みどり投資促進税制」は活用しない
　□「みどり投資促進税制」を活用する見込みがある

⑧農業経営基盤強化促進法に基づき事業実施地域で策定された地域計画の目標地図の経営体として位置づけされているか（該当にチェック（レ）を付ける）
□地域計画に位置づけされていない
□地域計画に位置づけされている


（注）申請者が個人の場合であって、「住所」が「主たる事務所の所在地」と異なる場合は「住所」及び「主たる事務所の所在地」を併記すること。


２　環境負荷低減事業活動の事業の概要　
　　添付「環境負荷低減事業活動の実施に関する計画」３（２）及び（３）のとおり


３　環境負荷低減事業活動の内容及び成果目標
　　添付「環境負荷低減事業活動の実施に関する計画」３（５）及び下表のとおり

	１
	主要な事業対象作物
	水稲

	２
	目標年度における主要な事業対象作物の有機農業による作付面積（ha）（注１）
	○○ha

	３
	有機農産物等の安定供給や物流の効率化
（注２）
	○○生協へ出荷予定


[bookmark: _Hlk217570976][bookmark: _Hlk217569440]（注１）成果目標として水田除草機1台に対し5ha以上の作付面積が必要
（注２）成果目標として有機農産物等の共同出荷・共同販売に取り組む流通
事業者（生協など）へ出荷することが必要

４　環境負荷低減事業活動に必要な資金の額及びその調達方法
（１）事業費積算内訳書
別紙様式第10-３号に準ずる書類に記載し、添付すること。
（注）３社以上の見積書、導入機械のカタログを添付すること。

（２）費用負担の方法及び資金調達
[bookmark: _Hlk181127342]別紙様式第10-４号に準ずる書類に記載し、添付すること。
（注）自己負担資金以外の不足分を金融機関の融資等で予定している場合は、その金融機関との融資契約書又は契約の見込みが分かる書類（金融機関の関心表明書等）を添付すること。

（３）導入規模の妥当性
別紙様式第10-５号に準ずる書類に記載し、添付すること。
（注）既存機械を含めて、導入機械が利用面積に対して妥当な規模であることの根拠資料を添付すること。








〇添付書類チェックシート
※交付申請時は添付する資料にチェックを入れ、交付申請書提出時に添付すること。
	全事業者共通

	· 
	富山県より認定を受けた「環境負荷低減事業活動の実施に関する計画」の認定通知書及び実施計画書の写し

	· 
	別紙様式第16号
（環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート）

	· 
	事業実施主体が、法人である場合は、定款又はこれに代わる書類（法人でない団体である場合にあっては、規約その他当該団体の組織及び運営に関する定めを記載した書類）

	· 
	直近３期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類）

	· 
	事業実施計画４（１）に係る添付書類
・事業費積算内訳書（別紙様式第10－３号）
・見積書（原則３社以上）
・導入機械のカタログ

	· 
	事業実施計画の４（２）に係る添付書類
・費用負担の方法及び資金調達（別紙様式第10－４号）
・金融機関の融資等を予定している場合、その金融機関との融資契約書又は契約の見込みが分かる書類（金融機関の関心表明書等）

	· 
	事業実施計画の４（３）に係る添付書類
・導入規模の妥当性（別紙様式第10－５号）

	· 
	別紙様式第10－６号
（国庫補助事業等の活用にかかる誓約書）




別紙様式第10－６号


国庫補助事業等の活用に係る誓約書


富山県知事　新田八朗　殿

事業実施主体名　
代表者氏名　　　



　環境負荷低減事業活動実施計画に基づく取組を実施するに当たり、本事業を活用して機械・施設の導入を行った場合は、同計画の目標年度までの期間は他の国庫補助事業等を活用して、本事業対象機械・施設を導入しないことを誓約します。

